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地域医療介護総合確保基金の対象事業

１-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

１-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2
※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を踏

まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

地域医療介護総合確保基金の概要
○ 病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地
域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。
○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。各都道府県は、
都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。
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令和7(2025)年度事業の執行状況（医療分）
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（ 参考 ）
令和6年度実績

令和7年度
執行実績額
(執行率）

令和7年度
執行計画額事業区分

0.9億円
（10.9%）

0億円
（0%）8.2億円

１-1  地域医療構想の達成に向けた医療機関
の施設又は設備の整備に関する事業

1.8億円
（81.8%）

0.3億円
（8.1%）

3.7億円１-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又
は病床の機能の変更に関する事業

0.5億円
（71.4%）

0.5億円
（71.4%）0.7億円２ 居宅等における医療の提供に関する事業

12.1億円
（61.4%）

15.6億円
（92.8%）16.8億円４ 医療従事者の確保に関する事業

0.3億円
（25.0%）

0億円
（0%）0.7億円６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業

15.6億円
（48.9%）

16.4億円
（54.6%）30.1億円

合計

（注）金額は、区分毎に表示未満を四捨五入した値。



令和７(2025)年度事業の実施状況（医療分）
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医療機能分化・連携推進事業【No.1】

①県民理解に係るセミナーを開催する医療機関等 ０施設
②回復期転換に係る施設整備 ０施設
③回復期転換に係る設備整備及びスタッフの雇用支援 ０施設
④病床削減を伴う用途変更に係る施設・設備整備 ０施設
⑤経営診断 ０施設
⑥セミナー開催 １回
⑦研修会の開催 ０回
⑧地域医療構想会議の開催回数 医療圏ごとに年３～４回

⑨計画策定又は施設設備整備 ０施設

主な事業の実施状況
（アウトプット）

【主な指標】

基金による病床機能転換整備の実績（年度別・地域別の内訳は次ページのとおり）

• 回復期病床への機能転換（③事業活用）：令和７年度理学療法士等の雇用の支援 ０名※過去の回
復期病床への機能転換（累計）H26～R6年度：467床

• 回復期以外の病床の削減数（④事業活用）：令和７年度 ０床、累計（H26～R6年度）447床
※複数年度で整備を実施する医療機関が含まれるため、アウトプットに記載の病床数(単年度)とは一致しない。

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和８年度における主な取組】

• 回復期病床の整備及び回復期以外の病床の削減が一定程度進んでいるが、地域医療構想の達成に
向けて、現行の取組を継続し、着実に推進していく必要がある。

• 特に、基金を活用して回復期病床以外の病床を削減し、他の用途へ変更する医療機関が増加して
おり、地域医療構想に沿った医療機関による施設設備整備を今後も支援していく必要がある。
⇒令和３年度から新たに、回復期以外の病床の削減実績に応じた給付金支給事業を実施しており、④事業

と併せて医療機関による地域医療構想の達成に資する病床削減を支援していく
※令和７年度は、物価高による建築資材の高騰により、予定していた整備事業が延期又は中止になり、結果として実績
はなかったが、令和８年度は延期となった整備事業が実施予定である。

事業の成果
（アウトカム）

１－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業



（参考）基金による病床機能転換整備の実績

合計R７R６R5R4R3R2Ｒ元Ｈ30Ｈ29Ｈ28Ｈ27Ｈ26年度

467床‒ 床‒ 床66床13床120床４床4床78床68 床42 床72 床ｰ 床
回復期
病床へ
の機能
転換数

405床‒ 床86床192床66床18床６床ｰ 床37 床ｰ 床ｰ 床ｰ 床ｰ 床
回復期
以外の
病床の
削減数

42

173

40

114

42

▲ 6

▲ 215

▲ 73 ▲ 68
▲ 37

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛

回復期病床への機能転換数 回復期以外の病床の削減数

56

（単位：床）
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令和７(2025)年度事業の実施状況（医療分）
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病床削減支援給付金支給事業費【No.12】

• 地域医療構想における必要病床数の実現を図るための病床削減数：令和７年度 20床
主な事業の実施状況
（アウトプット）

【主な指標】

当該事業による病床削減数の実績
• 地域医療構想における必要病床数の実現を図るための病床削減数：令和７年度 20床

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和７年度における主な取組】

• 本事業により、１施設で20床の病床数が削減され、地域医療構想の達成に向けた取組が進展する
とともに、アウトカム指標にも着実に近づいている。

• 令和８年度については、国の経済対策事業である「病床数適正化事業」を活用した病床削減が行
われ、取り組みがより一層進展する予定である。

• 引き続き、地域医療構想調整会議等において、制度の主旨等を医療機関に周知していくことで、
本事業を通じた地域医療構想の取組を推進していく。

※病床機能再編支援事業【基金区分１－２】：令和８年度予算 364,800千円

※回復期病床以外の200床の病床削減を見込んでいる。

事業の成果
（アウトカム）

１－２ 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する
事業



令和７(2025)年度事業の実施状況（医療分）
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在宅医療設備整備支援事業【No.５】

• 在宅医療の充実強化に寄与する医療機関に対して、訪問診療、訪問歯科診療等に要する設備整備
費に係る経費を補助 24施設（病院・診療所14施設、訪問看護ステーション０施設、歯科診療所
８施設、薬局２施設）

訪問看護ステーション設備整備支援事業【No.12】

• 県内の訪問看護ステーション未設置市町又は訪問看護職員の常勤換算数が少ない地域への訪問看
護ステーション及びそのサテライトの新規開設のために必要な設備整備に係る経費を補助 ０施設

主な事業の実施状況
（アウトプット）

【主な指標】

在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院の届出施設数〔関東信越厚生局〕

148施設（H30.4.1）→ 150施設（H31.4.1）→ 153施設（R2.4.1）→ 157施設（R3.4.1）
→ 163施設（R4.4.1）→159施設（R5.4.1）→ 167施設（R6.4.1）→ 169施設（R7.4.1)
→ 177施設（R8.4.1）

訪問看護ステーションに勤務する看護職員数（常勤換算）〔栃木県保健福祉部調べ〕

516.1人（H30.4.1）→ 598.3人（H31.4.1）→ 707.2人（R2.4.1）→ 786.1人（R3.4.1）

→ 862.2人（R4.4.1）→947.9人（R5.4.1）→1103.8人（R6.4.1）→1233.1人（R7.4.1）

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和８年度の主な取組】

• 在宅療養支援診療所数は横ばいで推移しているものの、訪問看護ステーションの設置数及び看護
職員数は増加しており、県内の在宅医療提供体制の充実が図られてきている。

• 一方、県内において小規模の訪問看護ステーションが増加していることから、事業所の大規模化
を促す必要がある。

事業の成果
（アウトカム）

２ 居宅等における医療の提供に関する事業



令和7(2025)年度事業の実施状況（医療分）
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とちぎ地域医療支援センター事業【No.16】

• 県内の公的医療機関等への地域枠医師等（県養成医師）派遣者数：19施設に74人を派遣
• 基金を活用した修学資金貸与者数：修学資金等11人、獨協医科大学栃木県地域枠60人、自治医科大学

栃木県地域枠33人（計104人）

認定看護師養成支援等事業【No.33】

• 医療機関において認定看護師の資格取得及び特定行為研修の受講を促進するための費用を補助
（認定看護師養成数３人、特定行為研修受講者数延べ18人）

看護師等養成所運営費補助事業【No.38】

• 県内の看護師等養成所11校、准看護師養成所5校、（計16校）の運営を補助

主な事業の実施状況
（アウトプット）

【主な指標】

県内病院に勤務する医師数（常勤）〔とちぎ地域医療支援センター 病院医師現況調査〕

2,824人（H29.4.1）→ 2,881人（H30.4.1）→ 2,955人（H31.4.1）→ 3,007人（R2.4.1）
→ 3,010人(R3.4.1) → 3,129人(R4.4.1) → 3,171人(R5.4.1) → 3,124人(R6.4.1) → 3,130人(R7.4.1)

県内の就業看護師数（人口10万対）〔厚生労働省 衛生行政報告例〕

758.5人（H26年末）→ 784.7人（H28年末）→ 846.8人（H30年末）→ 915.7人（R2年末）

→ 976.7人（R4年末）→ 1033.8人 (R6年末)

看護師、准看護師養成所卒業生※の県内定着率（県内医療機関への就職者数）〔栃木県保健福祉部調べ〕

73.4%（461人）〔R1卒〕→ 77.8%（495人）〔R2卒〕→ 77.9%（428人）〔R3卒〕→79.6％（475人）〔R4卒〕

→ 73.2％（388人）〔R5卒〕→ 76.3%（395人）〔R6卒〕→ 73.1％（347人）〔R7卒〕

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和７年度の新たな取組】

• 県全体の常勤医指数は増加傾向にあるものの、新たな医師偏在指標における本県の順位は34位で、
医師少数都道府県に位置づけられており、依然として医師不足の状況は続いており、医師の確保
に向けた取組を更に推進していく必要がある。

• 就業看護師数は増加傾向にあるが、人口10万人当たりの看護師数は全国値を下回っており、引き
続き、看護師の養成、離職防止及び再就業促進に取り組む必要がある。

事業の成果
（アウトカム）

４ 医療従事者の確保に関する事業

※大学・通信課程を除く



令和7(2025)年度事業の実施状況（医療分）
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勤務医の働き方改革推進事業【No.45】

• 勤務医の時短計画を作成し労働時間短縮に向けた総合的な取組を推進する医療機関数：０施設
主な事業の実施状況
（アウトプット）

【主な指標】

特定労務管理対象医療機関（Ｂ水準）の減少〔医療政策課調べ〕

８医療機関（R7.4.1）→ ８医療機関（R8.3.31）➝ ０医療機関（R18.3.31）

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和６年度の新たな取組】

• 令和６（2024）年４月からの医師の時間外労働の上限規制の開始を受け、勤務医の年間の時間
外・休日労働時間数を960時間又は1,860時間以内とする取組の推進や宿日直許可申請、時短計画
の作成（年次更新）について、引き続き医療機関を支援する必要がある。
⇒特定労務管理対象機関等が提出する医師労働時間短縮計画及び参考資料により実態把握を行い、地域医療への影響
や医療機関に対する県の効果的な支援のあり方等を検討する。

事業の成果
（アウトカム）

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業



参考：令和７年度基金事業の成果（アウトカム指標・医療分）
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未確認等の
場合、参考値達成値目標値基準値アウトカム指標

―16,785床
(R8.7.1)

16,605床
（R8.7.1)

16,805床
（R6.7.1)

①栃木県全体の病床数

１-2 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業



参考：令和７年度基金事業の成果（アウトカム指標・医療分）

未確認等の
場合、参考値達成値目標値基準値アウトカム指標

在宅療養支援診療所
及び在宅療養支援病
院の届出施設数

169施設(R7.4)
→177施設（R8.4）

未確認290施設
（R7年度)

289施設
（R4年度)

①訪問診療を実施する診療所、
病院数

訪問看護ステーショ
ンに勤務する看護職
員数（常勤換算）

1103.8人（R6.4）
→1233.1人（R7.4）

未確認166人
（R7年度)

165人
（R5年度)

②訪問看護事業所に勤務する看護職員
数（常勤換算・65歳以上人口10万対）

在宅療養支援歯科
診療所届出施設数

70施設（R6.4）
→72施設（R8.4）

255施設
（R7年度)

252施設
（R7年度)

232施設
（R4年度)

③歯科訪問診療を実施する診療所数

－403施設
（R8.4.1)

390施設
（R8.4.1)

355施設
（R6.4.1)

④訪問薬剤管理指導を実施する薬局数

保険者機能強化推進
交付金の取組状況に
おける各市町の集計
結果73.9％（R6）→
76.5％（R7）

未確認552人/月
（R7年度)

339人/月
（R4年度)

⑤介護支援連携指導を受けた患者数

県民の人生会議認知度
21.4％（R4.6） → 
19.9％（R7.6）

未確認245人/月
（R7年度)

193人/月
（R4年度)

⑥在宅ターミナルケアを受けた患者数

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

11



参考：令和７年度基金事業の成果（アウトカム指標・医療分）
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未確認等の
場合、参考値達成値目標値基準値アウトカム指標

3,130人
（R7.4.1)

未確認
（R8.4.1)

3,130人
（R8.4.1)

3,124人
（R6.4.1)

①県内病院に勤務する医師数
（常勤）

742人
（R7.4.1)

未確認
（R8.4.1)

742人
（R8.4.1)

728人
（R6.4.1)

②県内病院に勤務する女性医師
数（常勤）

－116人
（R7.4.1)

129人
（R7.4.1)

122人
（R5.4.1)

③分娩取扱医療機関勤務産婦人
科医師数

－126人
（R7.4.1)

130人
（R7.4.1)

130人
（R5.4.1)

④総合周産期母子医療センター等に勤
務する小児科医師数（常勤）

－174人
（R7.4.1)

175人
（R7.4.1)

175人
（R5.4.1)

⑤県内病院に勤務する小児科医
師数（常勤）

237人
（R7.10.1)

未確認237人
（R7年度)

236人
（R5年度)

⑥県内の精神科病院に勤務する
医師数（常勤換算）

※適当な代替値な
し未確認1,049.8人

（R6.12.31)

976.7人
（R4.12.31)

⑦就業看護師数（人口10万人当
たり）

※適当な代替値な
し未確認30.5人

（R6.12.31)

29.9人
（R4.12.31)

⑧就業助産師数（人口10万人当
たり）

４ 医療従事者の確保に関する事業
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未確認等の
場合、参考値達成値目標値基準値アウトカム指標

10.1％
（R6年度)

未確認9.3％
（R7年度)

10.2％
（R5年度)

⑨看護職員の離職率

ー330人
(R7.12月)

317人
（R7年度)

303人
（R7.3月)

⑩県内認定看護師数

看護師の特定行為研修
に係る指定研修機関協

議会調べ
117人（R7年2月）
→139人（R8年2月）

未確認255人
（R7年)

227人
（R6年)

⑪特定行為研修修了者のうち県
内就業者数

ー76.3％
（R6年度)

70.0％
（R6年度)

73.2％
（R5年度)

⑫看護師、准看護師養成所卒業生の県
内定着率

※適当な代替値なし1,998人
（R6.12.31)

2,150人
（R5.12.31)

1,998人
（R2.12.31)

⑬就業歯科衛生士数

未確認等の
場合、参考値達成値目標値基準値アウトカム指標

－８医療機関
（R8.3.31)

８医療機関
（R8.3.31)

８医療機関
（R7.4.1)

①特定労務管理対象医療機関
（Ｂ水準）の減少

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業


